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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第64期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第63期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 6,545 67,119

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △2,278 2,307

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(百万円) △1,598 1,725

純資産額 (百万円) 40,882 42,845

総資産額 (百万円) 76,469 81,836

１株当たり純資産額 (円) 504.25 528.30

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △19.82 20.80

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─

自己資本比率 (％) 53.2 52.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 17,154 1,736

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △587 △2,512

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,176 322

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 15,298 4,899

従業員数 (名) 2,689 2,662

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため「─」で表示して

おります。

 ３　従業員は、就業人員であります。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に大きな変化はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 2,689

(注) 従業員は、就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 1,396

(注) 従業員は、就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

国内建設コンサルタント事業 10,026 22,507

海外建設コンサルタント事業 7,260 31,397

電力機器・装置事業 2,022 2,103

電力等工事事業 437 1,417

不動産賃貸事業 ─ ─

その他の事業 227 59

合計 19,974 57,485

(注) １　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２　上記の金額は外部顧客に対するもので、セグメント間の内部取引および振替高は含まれておりません。

３　当社グループの各事業では、主として年度末に受注が集中するため、季節変動が生じております。

　

(2) 売上実績

当第１四半期連結会計期間における売上実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 売上高(百万円)

国内建設コンサルタント事業 2,949

海外建設コンサルタント事業 1,650

電力機器・装置事業 954

電力等工事事業 493

不動産賃貸事業 315

その他の事業 183

合計 6,545

(注) １　当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

２　セグメント間の取引については相殺消去しております。

３　上記金額には消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)経営成績の分析

第1四半期（平成20年4月～平成20年6月）におけるわが国経済は、原油をはじめとする原材料価格の高

騰や米国金融市場の混乱等の影響により、景気は次第に減速感が強まってまいりました。 

一方、日本工営グループを取り巻く経営環境は、公共事業およびわが国ＯＤＡ（政府開発援助）予算が継

続的な縮減傾向にあり、また民間企業による設備投資にも慎重さが見られるなど、引き続き厳しい状況で

推移しました。 

　このような状況の下で、当社グループの第1四半期連結業績は、受注高は19,974 百万円、売上高は6,545

百万円、営業損失は△2,504百万円、経常損失は△2,278百万円、四半期純損失は△1,598百万円となりまし

た。 

　また、第1四半期までの売上高累計は、通期予想売上高に対して9.5％の達成率となりました。これは当社

の主要な顧客である官公庁および電力会社等へのコンサルタントサービスや製品の納期が年度末（3

月）に集中しているため、売上高の計上が年度末に集中する季節的な変動特性によるものです。なお、前

年および前々年同四半期の売上高累計が通期売上高に対する達成率はそれぞれ11.7％と11.5％でした。 

　さらに、販売費及び一般管理費などの費用は年間を通じほぼ均等に発生するため、第1四半期の営業利

益、経常利益、および純利益ともに損失計上となりました。 

（セグメント別の状況） 

 

［国内建設コンサルタント事業］ 

外部顧客に対する受注高は10,026百万円となりました。 売上高は2,949百万円となりました。

［海外建設コンサルタント事業］

外部顧客に対する受注高は7,260百万円となりました。売上高は1,650百万円となりました。

［電力機器・装置事業］

水車発電機、システム制御機器、変圧器等の製作販売を中心とする電力機器・装置事業の外部顧客に対

する受注高は2,022百万円となりました。売上高は954百万円となりました。

［電力等工事事業］

変電、送電等の工事を中心とする電力等工事事業の外部顧客に対する受注高は437百万円となりまし

た。売上高は493百万円となりました。

［不動産賃貸事業］

受注高を計上しない不動産賃貸事業等の売上高は315百万円となりました。

［その他の事業］

ソフトウェアの開発、人材派遣業等を中心とするその他の事業の外部顧客に対する受注高は227百万円

となりました。売上高は183百万円となりました。

　なお、ベトナム国の「カントー橋建設事業」において、平成19年9月に発生した工事中の橋梁の一部落下事

故に関して、平成20年7月2日ベトナム政府より、同国国家事故調査委員会の調査結果が発表されておりま

す。同委員会の結論は、橋梁上部工建設のための仮設支柱の上流側基礎が不等沈下したことが事故の主因か

つ発端であり、単一の支柱基礎という小さな範囲における不等沈下は、通常の設計では予想困難なものであ
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るというものです。

　当社といたしましては、本件事故によって得られた教訓を踏まえ、引き続き安全対策への取組みを徹底し

ていく所存であります。

 

(2)財政状態の分析

第1四半期の財政状態は、総資産は76,469百万円となり、前連結会計年度末と比較して5,367百万円の減

少となりました。 

　資産の部では、流動資産は39,176百万円となり、前連結会計年度末と比較して6,271百万円の減少となり

ました。これは売上債権の回収による受取手形及び売掛金の21,818百万円の減少と、これに伴う現金及び

預金の10,398百万円の増加、仕掛品の3,996百万円の増加等が主な要因です。 

　固定資産は37,292百万円となり、前連結会計年度末と比較して903百万円の増加となりました。これは債

券と株式の購入と時価評価による投資有価証券の増加847百万円が主なものです。 

　負債の部では、流動負債は24,754百万円となり、前連結会計年度末と比較して3,624百万円の減少となり

ました。これは主に前受金の6,207百万円の増加、支払手形及び買掛金の3,608百万円の減少、短期借入金

の返済による5,500百万円の減少等によるものです。 

　固定負債は、10,831百万円と前連結会計年度末と比較して219百万円の増加となりました。 

　純資産の部は、40,882百万円となり、前連結会計年度末と比較して1,962百万円の減少となりました。主

な要因は、売上高の計上が年度末に集中する季節的な変動特性による当四半期純利益の赤字1,598百万

円、配当金の支払い605百万円等によるものです。 

　以上の結果、自己資本比率は53.2％と前連結会計年度末と比較して1.1ポイント改善しました。 

 

(3)キャッシュ・フローの状況

第1四半期のキャッシュ・フローにつきまして、営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の回

収等により17,154百万円の収入となりました。 

　投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得等により587百万円の支出となりました。 

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済等により6,176百万円の支出となりました。 

　以上の結果、現金及び現金同等物の当第1四半期末残高は、前連結会計年度末に比べ10,398百万円増加の

15,298百万円となりました。 

 

(4)事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに

生じた課題はありません。

　なお、当社は財務および事業の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その内容等は

次のとおりです。

　

会社の財務および事業の決定を支配する者のあり方に関する基本方針

　

当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の継続について

　

当社は、平成20年５月12日開催の当社取締役会において、平成18年５月に導入し、平成19年６月に継続を

決定した「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」（以下「本件対応方針」といい

ます。）を改訂することを決定しました。
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当社は、本件対応方針の改訂にあたり、これを当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上するための

方策としてより適切かつ合理的なものとするためには、本件対応方針の改訂及び継続につき株主の意思を

確認することが適切と考え、平成20年６月27日に開催された当社第63回定時株主総会に下記のとおり付議

し、承認を得ました。

　

記

　

１．大規模買付ルールの設定とその考え方

当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者による当社株式の大規模

な買付行為に応じて当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判

断に委ねられるべきものであると考えます。

しかしながら、当社は、建設コンサルタント業務をはじめ公共・公益事業に関する業務内容を主に事業展

開しており極めて公共性の高い社会的使命の大きい企業であると自負しており、専門性が高く幅広いノウ

ハウと豊富な経験や実績に裏打ちされたブランド力を有しています。そして、その経営にあたっては、これ

らの理解と国内外の顧客・従業員および取引先等の利害関係者との間に培われた深い信頼関係が不可欠と

なり、これらなくしては企業価値の向上と株主の皆様の利益に報いることはできないと考えます。

当社は、当社株式の適正な価値を株主の皆様や投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めてお

りますものの、突然大規模な買付行為がなされたときに、かかる大規模な買付行為を行う者の提示する当社

株式の取得対価が妥当か否かを株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、大規模買付者及び当

社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、当社株式をそのまま継

続的に保有することを考える株主の皆様にとっても、当該買付行為が当社に与える影響や、当社の従業員、

関係会社、顧客及び取引先等の利害関係者との関係についての方針を含む、当該買付行為を行う者が考える

当社の経営に参画したときの経営方針や事業計画の内容等は、その継続保有を検討するうえで重要な判断

材料であります。同様に、当社取締役会がかかる大規模な買付行為についてどのような意見を有しているの

かも、当社株主の皆様にとっては重要な判断材料となると考えます。

　

以上の事情を考慮した場合、当社取締役会は、当社株式の大規模な買付行為に際しては、これを行おうと

する者から事前に、株主の皆様の判断のために必要かつ十分な買付行為に関する情報が提供されるべきで

ある、という結論に至りました。当社取締役会は、かかる情報が提供された後、当該買付行為に対する当社取

締役会としての意見の検討を速やかに開始し、独立の外部専門家等の助言及び特別委員会（以下に定義し

ます。）の助言、意見又は勧告を受けながら慎重に検討したうえで意見を形成し公表いたします。さらに、必

要と認めれば、当該買付行為を行おうとする者の提案の改善についての交渉や当社取締役会としての株主

の皆様に対する代替案の提示も行います。

かかるプロセスを経ることにより、当社株主の皆様は、当社取締役会の意見を参考にしつつ、大規模な買

付行為を行おうとする者の提案と（代替案が提示された場合には）その代替案を検討することが可能とな

り、最終的な応否を適切に決定する機会を与えられることとなります。

　

そこで、当社取締役会は、当社株式の大規模な買付行為が、上記の見解を具体化した一定の合理的なルー

ルに従って行われることが、当社及び当社株主の皆様の利益に合致すると考え、以下の内容の事前の情報提

供に関する一定のルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定することといたしました。
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なお、大規模買付ルールの導入に伴い、当社は、大規模買付ルールに則った一連の手続きの進行に関する

客観性及び合理性を担保するため、ならびに当社株主の皆様の共同の利益を守るために適切と考える方策

をとる場合においてその判断の客観性及び合理性を担保するために、また、取締役会によって恣意的な判断

がなされること及び大規模買付ルールの恣意的な運用がなされることを防止するためのチェック機関とし

て、特別委員会を設置します。特別委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当

社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役および当社社外監査役から選任します。

　

　

２．大規模買付ルールの内容

当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、１）一定の大規模な買付行為を行おうとする者は、２）

事前に当社取締役会に対して意向表明書（以下（２）に定義します。）の提出を含む必要かつ十分な情報

を提供し、３）当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に買付行為を開始する、というものです。

詳細は以下の通りです。

　

（１）適用対象

大規模買付ルールは、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注２）を20％以上とすることを目的と

する当社株券等（注３）の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当

社株券等の買付行為（いずれについても、あらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取引、

公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい

ます。）を行う者（以下「大規模買付者」といいます。）に適用されます。

　

（２）意向表明書の提出

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社代表取締役宛に、大規模買付者の名

称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先及び提案する大規模買付行為の概要を明示した、大規模買

付ルールに従う旨の意向表明書（以下「意向表明書」といいます。）をご提出いただくこととします。

大規模買付者から意向表明書の提出があった場合は、適時開示に関する法令及び証券取引所規則に従い

適時にその旨の開示を行います。

　

（３）情報の提供

当社は、意向表明書受領後10営業日以内に、大規模買付者から当初提供いただくべき情報のリストを当該

大規模買付者に交付します。具体的には、大規模買付者には、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断

及び当社取締役会としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます。）を

提供していただきます。本必要情報の具体的内容は、大規模買付者の属性及び大規模買付行為の内容によっ

て異なりますが、一般的な項目の一部は以下のとおりです。

　

ⅰ．大規模買付者及びそのグループの概要（特に、大規模買付者の事業内容及び当社の事業と同種の事業

についての経験等に関する情報を含みます。）

ⅱ．大規模買付行為の目的、方法及び内容（特に、当社株式の一部のみの買付けの場合には、買付予定株式

数の上限設定についての考え方やその後の資本構成の変更についての予定を含みます。）

ⅲ．当社株式の取得対価の算定根拠及び取得資金の裏付け

ⅳ．当社の経営に参画した後に想定している経営方針、事業計画、財務計画、資本政策、配当政策、資産活用

策等（以下、「買付後経営方針等」といいます。）　　　

EDINET提出書類

日本工営株式会社(E00078)

四半期報告書

 8/37



ⅴ．大規模買付完了後に意図する当社及び当社グループの取引先、地域社会、従業員その他の当社及び当社

グループに係る利害関係者に関する方針

　

当社取締役会は、当初提供していただいた情報を精査し、特別委員会及び独立の外部専門家等の意見及び

助言等をも参考にした上で、提出頂きました情報のみでは、大規模買付者の提案の当社の企業価値及び株主

全体の利益に対する影響を適切に判断するのに不十分と認められる場合には、当社取締役会は、大規模買付

者に対して本必要情報が揃うまで追加的に情報提供を求めます。

当社取締役会が本必要情報の提供が完了したと判断した場合は、大規模買付者にその旨を通知するとと

もに、適時開示に関する法令及び証券取引所規則に従い適時にその旨の開示を行います。また、当社取締役

会に提供された本必要情報は、当社株主の皆様の判断のために必要であると認められる場合には、適切と判

断する時点で、その全部又は一部を開示します。

　

（４）検討期間の確保

本必要情報の当社取締役会に対する提供が完了した場合、当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難

易度に応じ、大規模買付者に対して本必要情報の提供が完了した旨を通知した日を起算日として、60日間

（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付の場合）又は90日間（その他の大規

模買付行為の場合）を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下「取締役

会評価期間」といいます。）として与えられるべきものと考えます。従って、大規模買付行為は、取締役会評

価期間の経過後にのみ開始されるものとします。

ただし、特別委員会が対抗措置の発動の是非を判断するために合理的に必要な場合は、特別委員会は、当

社取締役会に対し、取締役会評価期間の延長を勧告することができ、その場合は、当社取締役会は、取締役会

評価期間を、30日間を上限として延長することができるものとします。当社取締役会が取締役会評価期間の

延長を決議した場合は、大規模買付者に対して延長の期間及び理由を通知するとともに、適時開示に関する

法令及び証券取引所規則に従い適時に延長の期間及び理由の開示を行います。

取締役会評価期間中、当社取締役会は独立の外部専門家等の助言を受けながら、特別委員会の助言、意見

又は勧告を最大限に尊重しながら、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社取締役会としての意

見を慎重にとりまとめ、公表します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件

改善について交渉し、当社取締役会として当社株主の皆様に対し代替案を提示することもあります。

　

３．大規模買付行為が為された場合の対応方針

（１）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対

であったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、当社株

主の皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。大規模買付者

の買付提案に応じるか否かは、当社株主の皆様において、当該買付提案及び当社が提示する当該買付提案に

対する意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくことになります。

但し、本件対応方針の採用とは別に、当該大規模買付行為が企業価値毀損買付行為（注４）と認められる

場合には、取締役の善管注意義務に基づき、当社取締役会は当社株主の皆様の利益を守るために、新株予約

権無償割当て等、会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置（以下「本件対抗措置」といいま

す。）をとり、大規模買付行為に対抗する場合があります。具体的にいかなる手段を講じるかについては、そ

の時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択することとします。具体的対抗措置として新株予

約権無償割当てを行う場合の概要は別紙に記載のとおりですが、実際に新株予約権無償割当てを行う場合
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には、議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属さないことを新株予約権の行使条件とするなど、

対抗措置としての効果を勘案した行使期間及び行使条件を設けることがあります。

　

（２）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかかわ

らず、当社取締役会は、当社及び当社株主全体の利益を守ることを目的として、本件対抗措置をとり、大規模

買付行為に対抗する場合があります。具体的にいかなる手段を講じるかについては、その時点で最も適切と

当社取締役会が判断したものを選択することとします。具体的対抗措置として新株予約権無償割当てを行

う場合の概要は別紙に記載のとおりですが、実際に新株予約権無償割当てを行う場合には、議決権割合が一

定割合以上の特定株主グループに属さないことを新株予約権の行使条件とするなど、対抗措置としての効

果を勘案した行使期間及び行使条件を設けることがあります。

　

４．本件対抗措置の発動及び停止の判断主体

（１）本件対抗措置発動の判断主体

当社取締役会は、上記３．（１）又は上記３．（２）に基づき本件対抗措置の発動の是非を判断する場

合には、その判断の公正さを担保するために、以下の手続を経ることを前提とします。

まず、当社取締役会は、本件対抗措置の発動の前提として、特別委員会に対し本件対抗措置の発動の是非

について諮問しなければならず、特別委員会は、この諮問に基づき、当社取締役会に対し本件対抗措置の発

動の是非について勧告を行うものとします。なお、特別委員会は、当該本件対抗措置の発動の是非を判断す

る過程において、当社の費用で、独立した外部専門家等（フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護

士、コンサルタントその他の専門家）の助言を得ることができます。

特別委員会が当社取締役会に対し本件対抗措置の発動の是非について勧告を行った場合は、適時開示に

関する法令及び証券取引所規則に従い、勧告の概要その他当社取締役会が適切と認める事項を、適時に開示

します。

そして、特別委員会から勧告を受けた当社取締役会は、本必要情報に基づいて、外部専門家等の助言を得

ながら、当該大規模買付者及び当該大規模買付行為の具体的内容並びに当該大規模買付行為が当社の企業

価値及び株主全体の利益に与える影響等を慎重に検討しつつ、特別委員会の勧告を最大限に尊重して、本件

対抗措置を講じるか否かを判断します。

なお、当社取締役会において、本件対抗措置を発動することを決定した場合には、適時開示に関する法令

及び証券取引所規則に従い適時に当該内容の開示を行います。

　

（２）本件対抗措置停止の判断主体

当社取締役会が本件対抗措置の発動を決定した後であっても、決議の前提となった事実関係に変動が生

じたこと、特別委員会が本件対抗措置を発動すべき旨の勧告を撤回したことなどにより、本件対抗措置を発

動することが相当でなくなった場合は、当社取締役会は、本件対抗措置の停止を決定し、又は、特別委員会の

勧告を最大限に尊重して本件対抗措置の内容の変更を決定することがあります。

当社取締役会が本件対抗措置の停止又は内容の変更を決定した場合も、適時開示に関する法令及び証券

取引所規則に従い適時にその旨の開示を行います。

　

５．本件対応方針の有効期間並びに廃止及び変更

本件対応方針の有効期間は、平成20年５月12日から第63回定時株主総会の終結時までとされておりまし

たが、第63回定時株主総会の決議によって本対応方針が承認され、有効期間を第63回定時株主総会の終結後
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３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する当社定時株主総会の終結の時まで延長されており

ます。

本件対応方針の有効期間満了前であっても、本件対応方針は、当社株主総会又は当社取締役会の決議に

よって、いつでも廃止することができるものとします。

当社取締役会は、今後の法令改正、司法判断の動向、証券取引所その他公的機関の対応等を踏まえ、企業価

値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、必要に応じて、本件対応方針を随時見直し、適時適切な措置

を講じます。

本件対応方針の変更は、原則として、当社株主総会の決議によって承認されることをもって効力を生じる

ものとします。但し、当社の株券等の保有者又は当社の株券等を取得しようとする者に不利益を生じない範

囲においては、当社取締役会の決議によって、本件対応方針を変更することができるものとします。また、法

令の新設又は改廃に伴って本件対応方針に引用する法令の条項又は法令上の用語に変更があった場合は、

本件対応方針に引用する当該条項又は用語は、当社株主総会又は当社取締役会の決議がなくても、本件対応

方針における引用の趣旨に反しない限度において、変更後の条項又は用語に適宜読み替えられるものとし

ます。

　

　

６．買収防衛策の合理性を高めるための工夫

（１）企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的

本件対応方針は、株主をして大規模買付行為に応じるか否かについての適切な判断を可能ならしめ、かつ

当社の企業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するため、大規模買付者が従うべき大規模

買付ルール、並びに当社が発動しうる対抗措置の要件及び内容を予め設定するものであり、当社の企業価値

及び株主共同の利益の確保及び向上を目的とするものです。

また、大規模買付ルールの内容並びに本件対抗措置の内容及び要件は、当社の企業価値及び株主共同の利

益の確保及び向上という目的に照らして合理的であり、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保及び向

上に資するような大規模買付行為までも不当に制限するものではないと考えます。

　

（２）事前開示

本件対応方針における大規模買付ルールの内容並びに大規模買付対抗措置の内容及び要件は、いずれも

具体的かつ明確であり、株主、投資家及び大規模買付者にとって十分な予見可能性を与えるものと考えま

す。

　

（３）株主意思の重視

本件対応方針の有効期間は、本株主総会の終結時までとし、当該定時株主総会の決議によって本対応方針

が承認された場合に、有効期間が延長されることとなっています。また、有効期間満了前であっても、当社株

主総会又は当社取締役会の決議によって廃止することができ、本件対応方針の変更は、原則として当社株主

総会の決議によって承認されることをもって効力を生じます。

したがって、本件対応方針の導入、継続、廃止又は変更の是非の判断には、株主総会決議を通じて株主の意

思が反映されるものと考えます。

　

（４）取締役会の判断の客観性・合理性の確保

本件対応方針においては、本件対抗措置の発動の要件として、客観的かつ明確な要件を定めており、発動

の要件に該当するか否かの判断に当社取締役会の恣意的判断の介入する余地を可及的に排除しておりま
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す。

また、当社は、本件対応方針の導入にあたり、当社経営陣から独立した特別委員会を設置し、本件対抗措置

の発動の前提として特別委員会に対し本件対抗措置の発動の是非について諮問したうえ、当社取締役会は、

特別委員会の勧告を最大限に尊重して、本件対抗措置を講じるか否かを判断します。

したがって、本件対応方針の導入、継続、廃止又は変更の是非の判断には、株主総会決議を通じて株主の意

思が反映されるものと考えます。

　

（５）第三者専門家の意見の取得

大規模買付者が出現すると、特別委員会は、当社の費用で、独立した外部専門家等（フィナンシャル・ア

ドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助言を受けることができるものとさ

れています。これにより、特別委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなってい

ます。

　

（６）デッドハンド型買収防衛策ではないこと

本件対応方針は、当社株主総会の決議によって廃止することができるほか、当社の株主総会で選任された

取締役で構成される取締役会の決議によっても廃止することができるとされており、当社の株券等を大量

に買い付けた者が指名し、株主総会で選任された取締役により構成される取締役会によって、本件対応方針

を廃止することができます。従って、本件対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（株主総会で取締役会の

過半数の交替が決議された場合においても、なお廃止または不発動とすることができない買収防衛策）で

はありません。

　

７．株主・投資家に与える影響等

（１）大規模買付ルールが株主・投資家に与える影響等

大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、

現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには、当社株主の皆様が代替案の提示を受

ける機会を保証することを目的としています。これにより、当社株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模

買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社株主全体の利益の

保護につながるものと考えます。従って、大規模買付ルールの設定は、当社株主及び投資家の皆様が適切な

投資判断を行ううえでの前提となるものであり、当社株主及び投資家の皆様の利益に資するものであると

考えております。

　

（２）対抗措置発動時に株主・投資家に与える影響等

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合又は大規模買付ルールを遵守するものの当該大

規模買付行為が企業価値を毀損するものと認められる場合には、当社取締役会は、当社及び当社株主全体の

利益を守ることを目的として、会社法その他の法律及び当社定款により認められている対抗措置をとるこ

とがありますが、当該対抗措置の仕組上、当社株主の皆様（大規模買付ルールに違反した大規模買付者を除

きます。）が法的権利又は経済的側面において格別の損失を被るような事態が生じることは想定しており

ません。当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合には、法令及び証券取引所規則に従って

適時適切な開示を行います。

　

なお、対抗措置として考えられるもののうち、新株予約権無償割当ての方法により株主の皆様に本新株予

約権が割り当てられる場合には、新株予約権の申込みの手続きは不要となり、割当期日における最終の株主
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名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された株主の皆様は、当該新株予約権無償割当ての効力発生日にお

いて、当然に新株予約権者となります。この場合には、名義書換未了の当社株主の皆様に関しましては、新株

予約権を取得するためには、別途当社取締役会が決定し公告する新株予約権の割当期日までに、名義書換を

完了していただく必要があります。 

　

加えて、新株予約権無償割当ての方法により本新株予約権の割当を受けた株主の皆様に対して、当社は、

新株予約権の行使請求書（株主ご自身が大規模買付者でないこと等の誓約文言を含む当社所定の書式によ

るものとします。）その他本新株予約権の権利行使に必要な書類を送付いたします。本新株予約権の割当を

受けた株主の皆様には、権利行使期間内に、これらの必要書類を当社に提出していただいた上、別途当社取

締役会において定める価額の財産を出資していただくことにより、当社普通株式が交付されることとなり

ます。この点、権利行使期間内において本新株予約権を行使いただかなかった場合には、権利行使期間の満

了により本新株予約権は消滅し、他の株主の皆様による本新株予約権の行使による保有株式の希釈化が生

じることとなります。

　

なお、新株予約権の無償割当を実施することを決議した場合において、上記４（２）において定められる

手続きにより、当社取締役会が、新株予約権無償割当ての効力発生日までにおいては、新株予約権の無償割

当を中止し、また、新株予約権無償割当ての効力発生日後から新株予約権の行使期間開始日の前日までの間

においては、無償割当された新株予約権を無償で取得することがあり、これらの場合には、結果として１株

当たりの株式の価値の希釈化は生じないため、希釈化が生じることを前提として売買を行った投資家の皆

様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。

　

注１：特定株主グループとは；

（ⅰ）当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者（同

法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第3項に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下同

じとします。）及びその共同保有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基

づき共同保有者とみなされる者を含みます。以下同じとします。）又は、（ⅱ）当社の株券等（同法第27条

の２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同法第27条の２第１項に規定する買付け等をい

い、取引所金融商品市場において行われるものを含みます。）を行う者及びその特別関係者（同法第27条の

２第７項に規定する特別関係者をいいます。）を意味します。

　

注２：議決権割合とは；

（ⅰ）特定株主グループが、注１の（ⅰ）記載に該当する場合は、当該保有者の株券等保有割合（金融商

品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同

保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとします。）も加算するも

のとします。）、又は（ⅱ）特定株主グループが、注１の（ⅱ）記載に該当する場合は、当該大規模買付者及

びその特別関係者の株券等保有割合（同法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。）の

合計をいいます。各株券等保有割合の算出に当たっては、総議決権（同法第27条の２第８項第１号に規定す

るものをいいます。）及び発行済株式の総数は、有価証券報告書、半期報告書及び自己株券買付状況報告書

のうち直近に提出されたものを参照することができるものとします。

　

注３：株券等とは；

金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。
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注４：企業価値毀損買付行為とは；

当該大規模買付行為が当社の企業価値または当社株主全体の利益を著しく損なうものと認められる場合

であり、具体的には、以下①乃至⑧の類型に該当すると認められる場合には、原則として、企業価値毀損買付

行為に該当するものと考えます。

　

①真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず株価をつり上げて高値で株式を会社関係者に引き

取らせる目的で株式の買収を行っているものと判断される場合　　　

②当社の会社経営への参加の目的が、主として当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ等の権益、企

業秘密情報、主要取引先や顧客等を当該大規模買付者またはそのグループ会社等に移譲させるなど、いわ

ゆる焦土化経営を行う目的であると判断される場合　　　

③当社の経営を支配した後に当社の資産を当該大規模買付者またはそのグループ会社等の債務の担保や弁

済原資として流用する予定で、当社の株式の取得を行っているものと判断される場合　

④当社の会社経営への参加の目的が、主として、会社経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係して

いない不動産、有価証券等の高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせ

るか、あるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高価売り抜けをする点にあると

判断される場合　　

⑤大規模買付者の提案する当社株式の買付条件（買収対価の金額、種類、内容、時期、方法、違法性の有無、実

現可能性を含むがこれらに限らない）が、当社の企業価値に照らして著しく不十分又は不適切なもので

あると合理的な根拠をもって判断される場合

⑥大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、強圧的二段階買収（最初の買付で全株式の買付を勧誘

することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付

を行うことをいう。）など、株主の判断の機会又は自由を制約し、事実上、株主に当社株式の売却を強要す

るおそれがあると判断される場合　

⑦大規模買付者による支配権取得により、当社株主はもとより、顧客、従業員、取引先その他の利害関係者の

利益を含む当社の企業価値の著しい毀損が予想されたり、当社の企業価値の維持及び向上を著しく妨げ

るおそれがあると合理的な根拠をもって判断される場合　　　

⑧大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適切であると合理的な根拠をもって判断さ

れる場合

　

以上

　

別紙

　

新株予約権無償割当ての概要

　

1．新株予約権無償割当ての対象となる株主及びその発行条件

当社取締役会で定める割当期日における最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された株主

に対し、その所有する当社普通株式（但し、当社の所有する当社普通株式を除く。）１株につき１個の割

合で新株予約権を割り当てる。

2．新株予約権の目的である株式の種類及び数
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新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的である株式の総数は、割当

期日の最終の当社普通株式に係る発行可能株式数から発行済株式総数（同時点における当社の保有する

当社普通株式の数を除く。）を控除して得た数と同数の株式数を上限とする。新株予約権１個当りの目的

となる株式の数（以下「対象株式数」という。）は当社取締役会が別途定める数とする。（但し、当社が

株式分割又は株式合併を行う場合など、新株予約権の目的である株式数の調整を必要とするやむをえな

い事由が生じた場合は、合理的な範囲内で所要の調整を行うものとする）

3．割当を行う新株予約権の総数

新株予約権の割当総数は、当社取締役会が別途定める数とする。当社取締役会は、複数回にわたり新株

予約権無償割当てを行うことがある。

4．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使に際して出資をなすべき

当社普通株式１株あたりの額（以下「行使価額」という。）に対象株式数を乗じた価額とする。なお、行

使価額は、１円以上で当社取締役会が定める額とする。

5．新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要する。

6．新株予約権の行使条件

議決権割合が20％以上の特定株主グループに属する者に行使を認めないこと等を行使の条件として定

める。詳細については、当社取締役会において別途定めるものとする。

7．新株予約権の行使期間等

新株予約権の行使期間、新株予約権無償割当ての効力発生日、新株予約権の行使により株式を発行する

場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項その他必要な事項については、当社取締役会

が別途定めるものとする。

なお、当社取締役会は、新株予約権無償割当ての対象たる新株予約権の内容として、会社法第236条第１項

第７号に基づき当社が一定の事由が生じたことを条件として新株予約権を取得することができる旨を規

定する場合があり、この場合には、前各項の条件は必要に応じて修正される可能性がある。

 

以上
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(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は62百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 189,580,000

計 189,580,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 86,656,51086,656,510
東京証券取引所　
市場第１部　

―

計 86,656,51086,656,510― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　　　

年月日
発行済株式
総数増減数　
　　　　(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額　　
　(百万円)

資本金残高　
　　　　(百万
円)

資本準備金
増減額　　　　　
　　　(百万円)

資本準備金
残高

　(百万円)

平成20年6月30日 － 86,656,510－ 7,393－ 6,092

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　
5,984,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式　
78,864,000

78,864 ―

単元未満株式
普通株式　
1,808,510

― ―

発行済株式総数 86,656,510― ―

総株主の議決権 ― 78,864 ―

(注) 1　上記「完全議決権株式（その他）」および「単元未満株式」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が

それぞれ1,000株（議決権の数1個）および812株含まれております。

2　上記「単元未満株式」には、当社所有の自己保有株式122株を含めて記載しております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本工営(株）

東京都千代田区麹町５丁
目４番地

5,984,000 － 5,984,0006.91

計 ― 5,984,000 － 5,984,0006.91

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
4月 5月 　6月

最高(円) 268 297 308

最低(円) 247 264 279

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部によるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

　　　該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

　　　該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

技術本部担当 中央研究所・技術企画部担当 有賀　直記 平成20年７月１日

技術本部長兼技術企画部長 中央研究所長兼技術企画部長 吉田　保 平成20年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表

(平成20年３月３１日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,292 4,894

受取手形及び売掛金 6,791 28,609

有価証券 5 4

商品 160 227

原材料 241 321

仕掛品 12,059 8,062

その他 4,775 3,517

貸倒引当金 △148 △189

流動資産合計 39,176 45,447

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 9,986 10,125

土地 13,332 13,332

その他（純額） 1,157 903

有形固定資産合計 ※1
 24,476

※1
 24,362

無形固定資産

のれん 2,091 2,169

その他 535 578

無形固定資産合計 2,627 2,747

投資その他の資産

投資有価証券 8,326 7,479

その他 2,106 2,044

貸倒引当金 △244 △244

投資その他の資産合計 10,188 9,279

固定資産合計 37,292 36,389

資産合計 76,469 81,836

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,643 6,251

短期借入金 4,190 9,690

未払法人税等 75 450

前受金 12,310 6,102

賞与引当金 908 1,231

工事損失引当金 110 135

その他 4,515 4,515

流動負債合計 24,754 28,379

固定負債

長期借入金 4,557 4,623
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表

(平成20年３月３１日)

退職給付引当金 2,944 2,952

役員退職慰労引当金 92 127

負ののれん 115 135

その他 3,120 2,772

固定負債合計 10,831 10,611

負債合計 35,586 38,991

純資産の部

株主資本

資本金 7,393 7,393

資本剰余金 6,131 6,131

利益剰余金 28,969 31,173

自己株式 △1,996 △1,992

株主資本合計 40,497 42,706

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 175 △124

繰延ヘッジ損益 △2 37

評価・換算差額等合計 172 △87

少数株主持分 212 226

純資産合計 40,882 42,845

負債純資産合計 76,469 81,836
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（２）【四半期連結損益計算書】
　　　　【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第1四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日
   至 平成20年６月30日）

売上高 6,545

売上原価 5,554

売上総利益 991

販売費及び一般管理費 ※1
 3,495

営業損失（△） △2,504

営業外収益

受取利息 10

受取配当金 71

為替差益 162

負ののれん償却額 19

その他 31

営業外収益合計 295

営業外費用

支払利息 50

投資有価証券売却損 16

その他 2

営業外費用合計 69

経常損失（△） △2,278

特別利益

貸倒引当金戻入額 40

その他 0

特別利益合計 40

特別損失

過年度源泉税 28

たな卸資産評価損 190

その他 2

特別損失合計 221

税金等調整前四半期純損失（△） △2,458

法人税、住民税及び事業税 55

法人税等調整額 △901

法人税等合計 △846

少数株主利益 △13

四半期純損失（△） △1,598
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日
   至 平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,458

減価償却費 286

のれん償却額 58

投資有価証券売却損益（△は益） 17

賞与引当金の増減額（△は減少） △322

受取利息及び受取配当金 △81

売上債権の増減額（△は増加） 21,818

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,849

仕入債務の増減額（△は減少） △3,608

前受金の増減額（△は減少） 6,207

未払消費税等の増減額（△は減少） △340

その他 △192

小計 17,534

利息及び配当金の受取額 53

利息の支払額 △81

法人税等の支払額 △352

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,154

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △81

投資有価証券の取得による支出 △468

投資有価証券の売却及び償還による収入 89

貸付けによる支出 △110

その他 △17

投資活動によるキャッシュ・フロー △587

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,500

長期借入金の返済による支出 △65

配当金の支払額 △605

その他 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,176

現金及び現金同等物に係る換算差額 8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,398

現金及び現金同等物の期首残高 4,899

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 15,298
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　連結の範囲の変更

該当事項はありません。

 

 

２　持分法適用の範囲の変更

該当事項はありません。

 

 

３　連結子会社の四半期連結決算日の変更

該当事項はありません。

 

 

４　会計方針の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号）を当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基

準については、原価法から原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総

利益及び営業利益、経常利益に与える影響はなく、税

金等調整前四半期純利益が190百万円減少しておりま

す。
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当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

(2)リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30

日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６

年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基

準適用指針第16号）を当第１四半期連結会計期間か

ら早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理に変更し、リース資産として計上しておりま

す。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を

耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用し

ております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、期首

に前連結会計年度末における未経過リース料残高を

取得価額として取得したものとしてリース資産に計

上する方法によっております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、リース

資産が有形固定資産に263百万円計上され、損益に与

える影響はありません。

５　四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲の変更

該当事項はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

　　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定

方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加

減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結

会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会

計年度において使用した将来の業績予想やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

　　原価差異の繰延処理

操業度等の季節的な変動に起因して発生した原価差

異につきましては、原価計算期末日までにほぼ解消が

見込まれるため、当該原価差異を流動資産として繰り

延べております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　  13,808百万円

　２　偶発債務

　　　従業員の金融機関からの借入に対し、債務保証を

　　　行っております。

　　　　従業員　　　　　　　　　　　　　 281百万円

　　　非連結子会社につき以下の内容の債務保証を行っ

　　　ております。

　　　　日本エスドゥエム(株)の為替先物取

　　　　引　　　　　　　　　　　　　　 　101百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額　  13,678百万円

　２　偶発債務

　　　従業員の金融機関からの借入に対し、債務保証を

　　　行っております。

　　　　従業員　　　　　　　　　　　　　 289百万円

　　　非連結子会社につき以下の内容の債務保証を行っ

　　　ております。

　　　　日本エスドゥエム(株)の為替先物取

　　　　引　　　　　　　　　　　　　　 　110百万円

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　　従業員給与手当　　　　　　     1,052百万円

　　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　 226

　　　　退職給付費用　　　　　　　　　　 106

　２　当社グループの売上高は、通常の営業形態として完

成時期が年度末に集中するため、季節変動が生じて

おります。

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金　　　　　　　　　　　15,292百万円

償還期間が３か月以内の投資信託　　　　 5

現金及び現金同等物　　　　　　　　15,298
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 86,656,510

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 6,000,432

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年5月20日
臨時取締役会

普通株式 利益剰余金 605 7.50平成20年3月31日 平成20年6月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

国内建設
コンサル
タント
事業

海外建設
コンサル
タント
事業

電力機器
・装置事
業
 

電力等
工事事業
 

不動産
賃貸事業
 

その他の
事業

計
消去
又は全社

連結

(百万円)(百万円)(百万円)(百万円)(百万円)(百万円)(百万円)(百万円)(百万円)

 売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,9491,650 954 493 315 183 6,545 ─ 6,545

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

7 ─ ─ 93 48 277 427 (427) ─

計 2,9571,650 954 586 363 460 6,973(427)6,545

 営業費用 4,8952,0381,100 689 137 457 9,319(269)9,049

 営業損失（△） △1,938△388 △146 △102 225 3 △2,346(158)△2,504

(注)　（１）事業の種類、性質を考慮して、事業区分を行っております。

 （２）各事業は主に以下の内容から成り立っております。

    国内建設コンサルタント事業・・・・日本国内の建設コンサルタント事業

海外建設コンサルタント事業・・・・日本国外の建設コンサルタント事業

電力機器・装置事業・・・・・・・・水車発電機、システム制御機器、変圧器等の製造販売

電力等工事事業・・・・・・・・・・変電、送電等の工事

不動産賃貸事業・・・・・・・・・・不動産賃貸事業

その他の事業・・・・・・・・・・・ソフトウェアの開発等、人材派遣業等

　

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

当連結会社は日本に所在するため、所在地別セグメント情報の開示に該当しません。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

アジア 中近東 アフリカ 中南米 その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,256 101 151 98 61 1,669

Ⅱ　連結売上高(百万円) 6,545

Ⅲ　連結売上高に占める海外
　　売上高の割合(％)

19.1 1.5 2.3 1.5 0.9 25.5

(注)　１　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

２　国または地域の区分の方法および各地域に属する主な国または地域

（１）国または地域の区分の方法　　　　　　地理的近接度によります。

（２）各区分に属する主な国または地域　　　アジア　　：ベトナム、インドネシア、インド

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中近東　　：カタール、トルコ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アフリカ　：モロッコ、ケニア、チュニジア

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中南米　　：エルサルバドル、ペルー、ジャマイカ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　：キルギス
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

504.25円 528.30円

　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △19.82円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失（△）の算定上の基礎

　

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(百万円)

△1,598

普通株式に係る四半期純損失（△）(百万円) △1,598

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 80,662,607

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本工営株式会社(E00078)

四半期報告書

36/37



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月６日

日本工営株式会社

取締役会　御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　大　村　　廣　　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　内　田　淳　一　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

工営株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平

成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本工営株式会社及び連結子会社の平成20年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

 ２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

日本工営株式会社(E00078)

四半期報告書

37/37


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

